
森林整備加速化・林業飛躍事業
実 施 基 準

（木材加工流通施設等整備）



森林整備加速化・林業飛躍事業（木材加工流通施設等整備）実施基準

木材加工流通施設等整備(以下｢事業｣という。)の実施については，徳島県補助金交付規

則(昭和58年規則第53号。以下「規則」という。)及び徳島県林業関係事業補助金交付要綱

(昭和59年3月31日付け林政第214号。以下｢要綱｣という。)並びに森林整備加速化・林業飛

躍事業実施要領(平成21年6月1日付け林振第494号。以下｢要領｣という。)に定めるほか，

この実施基準に定めるところによる。

１ 事業実施主体

要領第２の５の(1)ストックポイント整備及び(2)間伐材等加工流通施設整備について

は，県及び地域協議会構成員のうち，市町村，森林組合，生産森林組合，森林組合連合

会，林業者等の組織する団体，木材関連業者等の組織する団体，地域材を利用する法人，

地方公共団体等の出資する法人その他都道府県知事が認めるものとする。

その他詳細については森林整備加速化・林業再生事業費補助金実施要領の運用（平成

21年5月29日21林整計第87号林野庁長官通知）の定めによる。

２ 採択基準等

（1）機能要件

ア 受益範囲において，間伐材等の流通量もしくは加工量等（以下，「間伐材等利用

量」という。）の目標が，県の目標数値の伸び率以上であること。

イ 補助対象施設は以下のとおりとする。

（ア）原木，木材製品の需給調整に資する施設であり，実施要領別表１のⅡの２の

事業種目のうち，以下のもの。

ａ ストックポイント整備

ｂ 間伐材等加工流通施設整備のうち，木材製材施設装置，集成材加工施設装置，

合・単板加工施設装置，チップ加工施設装置，木材加工施設装置，木材材質高

度化施設装置，丸棒加工施設装置及び杭加工施設装置の貯木場，製品保管倉庫

及びその他

ｃ 間伐材等加工流通施設整備のうち，プレカット加工施設装置。なお，プレカ

ット加工施設を整備する事業主体においては，事業主体と事業主体に木材を供

給する者との間で，定期的に木材需給に関する情報を共有することとする。

ｄ 間伐材等加工流通施設整備のうち，木材処理加工機械

ｅ 間伐材等加工流通施設整備のうち，品質向上・物流拠点施設装置及び新しい

木材活用のための加工供給施設の製品保管・配送施設及びその他

ｆ 間伐材等加工流通施設整備のうち，木材集出荷販売施設装置及び木材集出荷

用機械

（イ）地域材の新たな需要拡大等に資する施設であり，実施要領別表１の事業種目

のうち，間伐材等加工流通施設整備を対象とし，近年の製造技術・製造機械の

開発により地域材が利用できるようになった製品等これまで地域材の利用が限

定されてきた製品の製造施設とする。



なお，事業実施にあたっては，製品製造が可能となった製造技術・製造機械

の開発状況，地域材の利用が限定的な状況，製造品目毎の製造数量（現状・目

標），樹種等必要な事項について明らかにすること。

（2）その他の要件

ア 施設の規模，性能等は，受益範囲，利用計画等からみて適切なものとすること。

イ 1事業費は，おおむね500万円以上とする。

ウ 1施設の事業費については森林整備加速化・林業再生事業費補助金実施要領の運

用（平成21年5月29日21林整計第87号林野庁長官通知）別表２の上限建設費以内とす

る。

３ 補助金の額

補助対象事業費の１／２以内とする。

４ 補助金交付申請書及び実績報告書に添付する書類等，補助対象経費等事業メニュ－毎

に必要な事項

(1) 実施計画書の提出

事業主体は，実施計画書(様式1号)を知事に提出する。

(2) 事業の内示

知事は，前項の規定により提出された実施計画書を審査し，適当と認めるときは事

業内示を行う。

(3) 補助金交付申請書への添付書類

補助金交付申請書には，収支予算書，事業内容及び経費の配分(様式第2号)，申請

金額の積算根拠となる見積書，カタログ，設計書等を添付すると共に，施設の配置図

等必要書類を添付することとする。

(4) 実績報告書への添付書類

実績報告書には，収支精算書，事業内容及び経費の配分(様式第2号)，契約書（写

し）及び納品書，代金請求書（メーカー等），領収書， 実施主体の検査報告書及び事

業実施状況写真（施設設置前，設置中，設置後）を添付することとする。



年 月 日

徳　島　県　知　事　　殿

住　所

氏　名

Ⅰ　事業の目的

Ⅱ　事業内容

１）施設導入の概要

２）原料入荷の実績及び計画（個別指標）

３）原料（県産材）の入荷量及び協定量

※原料単価： 円／m3

平成

森林整備加速化・林業飛躍事業（木材加工流通施設等整備）計画書

導　入　施　設　名 事　　業　　費 補助率 補　　助　　金

種別（指標）

導入年度

計

平均 Ｈ３１
県産材等の入荷実績（直近３カ年） 計画

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

計

入　　荷　　先
入荷量

Ｈ２８
うち協定量 入荷量

Ｈ２９ Ｈ３０

計

入荷量 うち協定量 うち協定量



４）生産品目、生産量、生産計画

※生産実績については、過去３カ年平均値、生産計画はＨ３１の計画値とする。

５）生産品目別納入先

※納入先については、Ｈ３１の計画時点で考えられる新規取引先も記入する。

６）生産体制

作業人員

現状： 人 計画： 人

年稼働日数

現状： 日 計画： 日

Ⅲ　添付資料

１）見積書

２）カタログ及び構造図面

３）配置図面

生産品目
生産数量 製品単価 生産数量 製品単価

生産計画

生産品目

計

納入先１ 納入先３ 納入先４

生産実績

納入先２



２ 事業の内容及び経費の配分

事　業　種　目 数量 摘要 補助金 自己負担金 その他

円 円 円 円

合計 0 0 0 0

３　事業完了（予定）年月日    　平成  年   月     日

備　考
事　　　業　　　内　　　容

事業費
負　　担　　区　　分


